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健 康 福 祉 委 員 会 資 料 

令 和 ３ 年 ２ 月 1 6 日 

健康生きがい部長寿社会推進課 

健康生きがい部介護保険課 

 

板橋区高齢者保健福祉・介護保険事業計画 2023 について 

 

１ 素案以降の主な変更点 

第１章 ・背景に社会福祉法改正の趣旨について説明を追加 

第２章 ・認知症高齢者数の推移・将来推計について記載 

      ・板橋区内の介護保険指定事業者数一覧表を記載 

第４章 ・板橋区版ＡＩＰ関係者へのインタビュー等を記載（コラム 11件） 

      ・板橋区版ＡＩＰを支える多様な主体について記載 

      ・災害や感染症に対する備えについて記載 

第５章 ・介護保険サービス・事業の令和２年度の事業実績を記載 

・第８期期間中の各介護保険サービス量、介護保険事業費の見込みを記載 

・介護保険料基準額（月額）を記載 

 

※上記のほか、文章表現や図表・文字の体裁など見やすさ向上のための修正に加え、 

パブリックコメントの意見等を踏まえ、計画全体の記述を追加・修正している。 

 

２ 第８期介護保険事業計画について 

（１）介護保険事業費を推計する上で留意した点 

  ①要介護(要支援)認定者の増加 

②介護サービス事業所・介護保険施設の整備 

③介護報酬の見直し 

④医療療養病床から介護保険サービスへの転換 

⑤新型コロナウイルス感染症による影響 

 （２）第８期の介護保険事業費 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 年    度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期合計 

総給付費（A） 38,533,649 39,729,147 40,642,229 118,905,025 

 
介護サービス給付費 37,338,156 38,506,357 39,395,102 115,239,615 

介護予防サービス給付費 1,195,493 1,222,790 1,247,127 3,665,410 

特定入所者介護サービス費等給付額(B) 843,814 787,138 810,837 2,443,322 

高額介護サービス費等給付額(C) 1,654,189 1,867,627 2,135,865 5,657,681 

審査支払手数料(D) 43,297 44,409 45,534 133,240 

標準給付費見込額(A＋B＋C＋D) 41,074,949 42,428,321 43,634,465 127,137,735 

地域支援事業費(E) 2,545,271  2,596,965  2,631,547  7,773,783  

  
介護予防・日常生活支援総合事業費 1,668,275  1,716,552  1,747,665  5,132,492  

包括的支援事業費・任意事業費 877,139  880,569  884,071  2,641,779  

合  計(A＋B＋C＋D＋E) 43,620,363 45,025,442 46,266,201 134,912,006 

 

（単位：千円） 
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（３）第８期介護保険料基準額 

第８期計画期間中に必要とされる介護保険事業費の約 1,349 億円に対して、第１号被保険者の

負担割合である 23％を乗じた約 311 億円が、第１号被保険者の保険料負担額となります。 

この負担額から介護給付費準備基金の活用額を控除し、第８期の第１号被保険者（65 歳以上）

数で割り返した額が第８期計画期間における介護保険料基準額となります。 

本計画期間では、25 億円の介護給付費準備基金を活用することで、527 円の介護保険料基準

額の上昇を抑えました。 

 

 

 

 

 ＜介護保険事業費と介護保険料基準額の推移・推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後のスケジュール 

日程 会議名等 

２月 16・18 日 健康福祉委員会 

３月中旬 計画の公表 

 

４ 計画の公表について 

  計画書等を発行し、各関係先や他自治体等に送付するほか、計画書及び概要版の電子データ 

を区ホームページに掲載する。 

 

＜印刷物の発行部数＞   計画書      600 冊（有償頒布） 

               概要版     3,500 冊（無料配布） 

               パンフレット  2,000 枚（無料配布） 

  

第 8 期介護保険料基準額（月額）  ６,０４０円 

（基金活用前の基準額 ６,５６７円） 

 


